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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】様々な用途に用いることが可能なエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体を
提供する。
【解決手段】下記式（Ｉ）で表わされる触媒を用いて合成されるエチレン・ブテン・非共
役ポリエン共重合体。式（Ｉ）中、ＭはＴｉ、Ｙは－ＮＲ*－、Ｚ*は－ＳｉＲ*

2－、Ｘ’
は１，４－ジフェニル－１，３－ブタジエンまたは、１，３－ペンタジエン、Ｘは２－（
Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ）ベンジル。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記式（Ｉ）で表わされる構造を有する触媒を用いて合成されることを特徴とするエチ
レン・ブテン・非共役ポリエン共重合体。
【化１】

　（式（Ｉ）中、Ｒ’およびＲ’’はそれぞれ独立に、水素原子または炭素数１～２０の
ヒドロカルビル基であり、Ｍはチタンであり、Ｙは－ＮＲ*－であり、Ｚ*は－ＳｉＲ*

2－
であり、前記Ｒ*は、それぞれ独立に、水素原子または炭素数１～２０のヒドロカルビル
基であり、ｐおよびｑのうち一方は０であり、他方は１であり、
　ｐが０かつｑが１である場合には、Ｍは＋２の酸化状態であり、Ｘ’は１，４－ジフェ
ニル－１，３－ブタジエンまたは、１，３－ペンタジエンであり、
　ｐが１かつｑが０である場合には、Ｍは＋３の酸化状態であり、Ｘは２－（Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアミノ）ベンジルである。）
【請求項２】
　エチレンに由来する構造単位を５０～９５モル％、ブテンに由来する構造単位を４．９
～４９．９モル％、および非共役ポリエンに由来する構造単位を０．１～５モル％（但し
、エチレンに由来する構造単位、ブテンに由来する構造単位、および非共役ポリエンに由
来する構造単位の合計を１００モル％とする）含有する請求項１に記載のエチレン・ブテ
ン・非共役ポリエン共重合体。
【請求項３】
　非共役ポリエンが、５－エチリデン－２－ノルボルネン（ＥＮＢ）および５－ビニル－
２－ノルボルネン（ＶＮＢ）から選択される少なくとも１種の非共役ポリエンである請求
項１または２に記載のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項に記載のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体を含
むゴム組成物。
【請求項５】
　請求項４に記載のゴム組成物を架橋することにより得られる架橋ゴム。
【請求項６】
　請求項４に記載のゴム組成物を架橋および発泡することにより得られる架橋発泡体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体、該共重合体を含むゴム組成物
および該組成物の用途に関する。
【背景技術】
【０００２】
　エチレン・α－オレフィン共重合体ゴムやエチレン・α－オレフィン・非共役ポリエン
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共重合体ゴムは、主鎖に不飽和結合を持たないため、共役ジエン系のゴムと比較して耐候
性、耐熱性および耐オゾン性に優れる。これらの共重合体ゴムを含むゴム組成物、該組成
物の架橋体、および該組成物の発泡体は上記性質を利用し、自動車工業部品、工業用ゴム
製品、電気絶縁材、土木建材用品およびゴム引布等のゴム製品等に広く用いられている。
【０００３】
　エチレン・α－オレフィン・非共役ポリエン共重合体ゴムを得ることが可能な触媒とし
ては様々な触媒が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特表２００１－５２２３９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、様々な用途に用いることが可能なゴム組成物、該ゴム組成物に含有されるエ
チレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、上記課題を達成するために、鋭意研究を重ねた結果、以下のエチレン・
ブテン・非共役ポリエン共重合体を含有するゴム組成物は、様々な用途に用いることが可
能であることを見出し、本発明を完成させた。
【０００７】
　すなわち、本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体は、下記式（Ｉ）で表
わされる構造を有する触媒を用いて合成されることを特徴とする。
【０００８】
【化１】

　（式（Ｉ）中、Ｒ’およびＲ’’はそれぞれ独立に、水素原子または炭素数１～２０の
ヒドロカルビル基であり、Ｍはチタンであり、Ｙは－ＮＲ*－であり、Ｚ*は－ＳｉＲ*

2－
であり、前記Ｒ*は、それぞれ独立に、水素原子または炭素数１～２０のヒドロカルビル
基であり、ｐおよびｑのうち一方は０であり、他方は１であり、
　ｐが０かつｑが１である場合には、Ｍは＋２の酸化状態であり、Ｘ’は１，４－ジフェ
ニル－１，３－ブタジエンまたは、１，３－ペンタジエンであり、
　ｐが１かつｑが０である場合には、Ｍは＋３の酸化状態であり、Ｘは２－（Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアミノ）ベンジルである。）
【０００９】
　前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体は、エチレンに由来する構造単位を５
０～９５モル％、ブテンに由来する構造単位を４．９～４９．９モル％、および非共役ポ
リエンに由来する構造単位を０．１～５モル％（但し、エチレンに由来する構造単位、ブ
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テンに由来する構造単位、および非共役ポリエンに由来する構造単位の合計を１００モル
％とする）含有することが好ましい。
【００１０】
　非共役ポリエンが、５－エチリデン－２－ノルボルネン（ＥＮＢ）および５－ビニル－
２－ノルボルネン（ＶＮＢ）から選択される少なくとも１種の非共役ポリエンであること
が好ましい。
【００１１】
　本発明のゴム組成物は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体を含む。
　本発明の架橋ゴムは、前記ゴム組成物を架橋することにより得られる。
　本発明の架橋発泡隊は、前記ゴム組成物を架橋および発泡することにより得られる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体を含有するゴム組成物は、様々な
用途に、好適に用いることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　次に本発明について具体的に説明する。
　〔エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体〕
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体は、下記式（Ｉ）で表わされる構
造を有する触媒を用いて合成されることを特徴とする。
【００１４】

【化２】

　（式（Ｉ）中、Ｒ’およびＲ’’はそれぞれ独立に、水素原子または炭素数１～２０の
ヒドロカルビル基であり、Ｍはチタンであり、Ｙは－ＮＲ*－であり、Ｚ*は－ＳｉＲ*

2－
であり、前記Ｒ*は、それぞれ独立に、水素原子または炭素数１～２０のヒドロカルビル
基であり、ｐおよびｑのうち一方は０であり、他方は１であり、
　ｐが０かつｑが１である場合には、Ｍは＋２の酸化状態であり、Ｘ’は１，４－ジフェ
ニル－１，３－ブタジエンまたは、１，３－ペンタジエンであり、
　ｐが１かつｑが０である場合には、Ｍは＋３の酸化状態であり、Ｘは２－（Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアミノ）ベンジルである。）
【００１５】
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体は、エチレン、ブテン、および非
共役ポリエンを単量体とし、該原料に由来する構造単位を有する共重合体である。本発明
のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体としては、ランダム共重合体でもブロック
共重合体でもよいが、好ましくはランダム共重合体である。
【００１６】
　非共役ポリエンとしては、環状または鎖状の非共役ポリエンが用いられる。環状の非共
役ポリエンとしては、例えば５－エチリデン－２－ノルボルネン（ＥＮＢ）、ジシクロペ
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テトラヒドロインデンなどが挙げられる。鎖状の非共役ポリエンとしては、例えば１，４
－ヘキサジエン、７－メチル－１，６－オクタジエン、４－エチリデン－８－メチル－１
，７－ノナジエンおよび４－エチリデン－１，７－ウンデカジエンなどが挙げられる。
【００１７】
　中でも非共役ポリエンとしては、５－エチリデン－２－ノルボルネン（ＥＮＢ）、ジシ
クロペンタジエン、５－ビニル－２－ノルボルネン（ＶＮＢ）が好ましく用いられ、５－
エチリデン－２－ノルボルネン（ＥＮＢ）、５－ビニル－２－ノルボルネン（ＶＮＢ）が
特に好ましく用いられる。これらの非共役ポリエンは、入手容易性および架橋ゴムの機械
物性が優れるという観点から好ましい。また、非共役ポリエンは、１種単独で用いてもよ
いし、２種以上を用いてもよい。
【００１８】
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体は、エチレンに由来する構造単位
を５０～９５モル％およびブテンに由来する構造単位を４．９～４９．９モル％含有する
ことが好ましく、エチレンに由来する構造単位を７０～９５モル％およびブテンに由来す
る構造単位を４．９～２９．９モル％含有することがより好ましい。さらに、非共役ポリ
エンに由来する構造単位は、０．１～５モル％含有することが好ましく、０．１～３モル
％含有することがより好ましい。但し、エチレンに由来する構造単位、ブテンに由来する
構造単位、および非共役ポリエンに由来する構造単位の合計を１００モル％とする。
【００１９】
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体が含有する、各構造単位の量は、
エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体を製造する際の各モノマーの供給量の割合を
調整することにより、前記範囲とすることができる。
【００２０】
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体は、前述のように前記式（Ｉ）で
表わされる構造を有する触媒を用いて合成される。
　前記炭素数１～２０のヒドロカルビル基としてはメチル基、エチル基、ブチル基などの
直鎖状アルキル基、ｔ-ブチル基、ネオペンチル基などの分岐状アルキル基が挙げられる
。
【００２１】
　前記Ｒ’としては、水素原子またはメチル基が好ましく、水素原子がより好ましい。ま
た、前記Ｒ’’としては、水素原子またはメチル基が好ましく、メチル基がより好ましい
。
【００２２】
　前記式（Ｉ）で表わされる構造を有する触媒としては、得られる架橋ゴムの低分子量成
分によるフォギングおよびベタが抑制されるといった観点から、（ｔ－ブチルアミド）ジ
メチル（η5－２－メチル－ｓ－インダセン－１－イル）シランチタニウム（ＩＩ）１，
３－ペンタジエン（別名：（ｔ－ブチルアミド）ジメチル（η5－２－メチル－ｓ－イン
ダセン－１－イル）シランチタニウム（ＩＩ）１，３－ペンタジエン）（式（ＩＩ）で表
される構造を有する触媒）が特に好ましい。なお、式（ＩＩ）で表わされる構造を有する
触媒は、例えば特表２００１－５２２３９８号公報に記載された方法で得ることができる
。
【００２３】
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【化３】

　前記式（Ｉ）で表わされる構造を有する触媒は、非共役ポリエンの重合性に優れている
。また、前記触媒を用いて合成される本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合
体は、分子量分布および組成分布が狭く、均一な分子構造を有する共重合体である。この
ため、本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体を含むゴム組成物、該組成物
から得られる架橋ゴム、架橋発泡体は、表面外観に優れる傾向がある。
【００２４】
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体は前記式（Ｉ）で表わされる構造
を有する触媒を主触媒とし、ホウ素系化合物および／またはトリアルキルアルミニウムな
どの有機アルミニウム化合物を共触媒として用い、ヘキサンなどの脂肪族炭化水素を溶媒
とし、撹拌機付き反応器を用いた連続法またはバッチ法によって合成することができる。
【００２５】
　ホウ素系化合物としては、例えば、トリチルテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボ
レート、トリメチルアンモニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、ジ（
水素化タローアルキル）メチルアンモニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレ
ート、トリエチルアンモニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、トリプ
ロピルアンモニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、トリ（ｎ－ブチル
）アンモニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、トリ（ｓ－ブチル）ア
ンモニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリニ
ウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリニウムｎ
－ブチルトリス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリニウムベ
ンジルトリス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリニウムテト
ラキス（４－（ｔ－ブチルジメチルシリル）－２，３，５，６－テトラフルオロフェニル
）ボレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリニウムテトラキス（４－（トリイソプロピルシリル
）－２，３，５，６－テトラフルオロフェニル）ボレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリニウ
ムペンタフルオロフェノキシトリス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、Ｎ，Ｎ－ジエ
チルアニリニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、Ｎ，Ｎ－ジメチル－
２，４，６－トリメチルアニリニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、
トリメチルアンモニウムテトラキス（２，３，４，６－テトラフルオロフェニル）ボレー
ト、トリエチルアンモニウムテトラキス（２，３，４，６－テトラフルオロフェニル）ボ
レート、トリプロピルアンモニウムテトラキス（２，３，４，６－テトラフルオロフェニ
ル）ボレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリニウムテトラキス（２，３，４，６－テトラフル
オロフェニル）ボレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアニリニウムテトラキス（２，３，４，６－
テトラフルオロフェニル）ボレートおよびＮ，Ｎ－ジメチル－２，４，６－トリメチルア
ニリニウムテトラキス（２，３，４，６－テトラフルオロフェニル）ボレート；ジ（イソ
プロピル）アンモニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、トリ（ｎ－ブ
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チル）アンモニウムテトラキス（２，３，４，６－テトラフルオロフェニル）ボレート、
ジメチル（ｔ－ブチル）アンモニウムテトラキス（２，３，４，６－テトラフルオロフェ
ニル）ボレート、およびジシクロヘキシルアンモニウムテトラキス（ペンタフルオロフェ
ニル）ボレートなどのジアルキルアンモニウム塩；トリフェニルホスホニウムテトラキス
（ペンタフルオロフェニル）ボレート、トリ（ｏ－トリル）ホスホニウムテトラキス（ペ
ンタフルオロフェニル）ボレート、およびトリ（２，６－ジメチルフェニル）ホスホニウ
ムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレートなどの三置換されたホスホニウム塩；
ジフェニルオキソニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、ジ（ｏ－トリ
ル）オキソニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート、およびジ（２，６－
ジメチルフェニル）オキソニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレートなどの
二置換されたオキソニウム塩；ジフェニルスルホニウムテトラキス（ペンタフルオロフェ
ニル）ボレート、ジ（ｏ－トリル）スルホニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）
ボレート、およびビス（２，６－ジメチルフェニル）スルホニウムテトラキス（ペンタフ
ルオロフェニル）ボレートなどの二置換されたスルホニウム塩が挙げられる。
【００２６】
　有機アルミニウム化合物としては、トリイソブチルアルミニウム（ＴＩＢＡ）が挙げら
れる。
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体を合成する際の反応温度は、通常
－２０～２００℃であり、好ましくは０～１５０℃である。重合圧力は通常０ＭＰａを超
えて～８ＭＰａ（ゲージ圧）、好ましくは０ＭＰａを超えて～５ＭＰａ（ゲージ圧）の範
囲である。反応時間（共重合が連続法で実施される場合は平均滞留時間）は、触媒濃度お
よび重合温度などの条件によって異なるが、通常０．５分間～５時間、好ましくは１０分
間～３時間である。さらに、水素などの分子量調節剤を用いることもできる。
【００２７】
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体を合成する際の、各モノマーの仕
込み量（供給量）としては特に限定はないが、重合に用いる原料の量比は、エチレン１モ
ルあたり、通常、ブテンを０．１～１モル、非共役ポリエンを０．０１～０．１モル、好
ましくはブテンを０．１～０．５モル、非共役ポリエンを０．０１～０．０６モルである
。前記範囲内で、各単量体を供給することにより、好適に本発明のエチレン・ブテン・非
共役ポリエン共重合体を得ることができる。
【００２８】
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体は、ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に記載
の方法で測定した１９０℃、２．１６ｋｇ加重における、メルトフローレート（ＭＦＲ）
が、通常は０．１～１０ｇ／１０分であり、好ましくは０．５～５ｇ／１０分である。前
記範囲内では、エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体および該共重合体を含む組成
物の成形性に優れるため好ましい。
【００２９】
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体は、１００℃で測定されるムーニ
ー粘度[ＭＬ（１＋４）１００℃]の上限が２００、好ましくは１００、より好ましくは９
０、特に好ましくは８０、もっとも好ましくは６０であり、下限が５、好ましくは１０で
ある。さらに具体的にいえば、１００℃で測定されるムーニー粘度[ＭＬ（１＋４）１０
０℃]は５～２００、好ましくは５～９０、より好ましくは５～８０、もっとも好ましく
は１０～６０である。この範囲にあると本発明エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合
体を含む組成物を用いて、高発泡体を得ることが可能であり、また、エチレン・ブテン・
非共役ポリエン共重合体を他の成分と混連する際の混練安定性に優れる。
【００３０】
　なお、前記ムーニー粘度は、例えばムーニー粘度計（島津製作所社製ＳＭＶ２０２型）
を用いて、ＪＩＳ　Ｋ　６３００に準拠して測定することができる。
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体は、ＪＩＳ　Ｋ　７１１２に準拠
して測定される密度が、８００～１０００ｋｇ／ｍ3であることが好ましく、８５０～９
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５０ｋｇ／ｍ3であることがより好ましい。前記範囲内では得られる架橋ゴムの機械物性
が優れるため好ましい。
【００３１】
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体の極限粘度［η］は、通常０．５
～５．０ｄｌ／ｇであり、好ましくは１．０～３．０ｄｌ／ｇ、より好ましくは１．０～
２．０ｄｌ／ｇである。極限粘度が０．５ｄｌ／ｇ未満では、粘度が低すぎて加工性悪化
や強度不足となる傾向があり、５．０ｄｌ／ｇを超えると粘度が高くなりすぎて加工性が
悪化する傾向がある。
【００３２】
　本発明のエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体のガラス転移温度（Ｔｇ）は、－
３０～－６０℃であることが好ましく、－３５～－５５℃であることがより好ましい。Ｔ
ｇが前記範囲内では、得られる架橋ゴムの機械物性が優れるため好ましい。
【００３３】
　〔ゴム組成物〕
　本発明のゴム組成物は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体を含むことを
特徴とする。
【００３４】
　本発明のゴム組成物に含まれる、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体以外
の成分としては、特に限定されず、例えばエチレン系重合体（但し、前記エチレン・ブテ
ン・非共役ポリエン共重合体を除く）、プロピレン系重合体等の樹脂類、その他の成分等
が挙げられる。
【００３５】
　エチレン系重合体としては、エチレン単独重合体、エチレン・炭素数３～２０のα－オ
レフィン共重合体、エチレン・炭素数３～２０のα－オレフィン・非共役ポリエン共重合
体（但し、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体を除く）、エチレン・極性モ
ノマー共重合体等が挙げられる。エチレン・炭素数３～２０のα－オレフィン・非共役ポ
リエン共重合体としては、例えばエチレン・プロピレン・ＥＮＢ共重合体、エチレン・プ
ロピレン・ＶＮＢ共重合体が挙げられる。エチレン・プロピレン・ＥＮＢ共重合体として
は、例えば三井ＥＰＴ４０４５Ｍ（商品名；三井化学社製）が挙げられる。
【００３６】
　プロピレン系重合体としては、プロピレン単独重合体、プロピレン・炭素数４～２０の
α－オレフィン共重合体等が挙げられる。
　本発明のゴム組成物が、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体以外の樹脂類
（他の樹脂類）を含有する場合には、通常前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合
体を５～９５重量部、他の樹脂類を５～９５重量部（但し、前記エチレン・ブテン・非共
役ポリエン共重合体および他の樹脂類の合計を１００重量部とする）の範囲で配合される
。
【００３７】
　その他の成分としては、発泡剤、発泡助剤、加硫剤、加硫促進剤、加硫助剤、補強剤、
無機充填剤、軟化剤、老化防止剤（安定剤）、加工助剤、活性剤および吸湿剤等が挙げら
れ、ゴム組成物の用途、目的等に応じてゴム組成物中に配合される。
【００３８】
　発泡剤としては、例えば、重炭酸ナトリウムおよび炭酸ナトリウムなどの無機系発泡剤
；Ｎ，Ｎ'－ジニトロソペンタメチレンテトラミンおよびＮ，Ｎ'－ジニトロソテレフタル
アミドなどのニトロソ化合物；アゾジカルボンアミドおよびアゾビスイソブチロニトリル
などのアゾ化合物；ベンゼンスルホニルヒドラジドおよび４,４'－オキシビス（ベンゼン
スルホニルヒドラジド）などのヒドラジド化合物；カルシウムアジドおよび４，４'－ジ
フェニルジスルホニルアジドなどのアジド化合物などの有機発泡剤が挙げられる。また、
市販品としては、例えば、ビニホールＡＣ－２Ｆ（商品名；永和化成工業社製）、ビニホ
ールＡＣ＃ＬＱ（商品名；永和化成工業社製、アゾジカルボンアミド（略号ＡＤＣＡ））
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、ネオセルボンＮ＃１０００ＳＷ（商品名；永和化成工業社製、４,４'－オキシビス（ベ
ンゼンスルホニルヒドラジド（略号ＯＢＳＨ））、セルラーＤ（商品名；永和化成工業社
製、Ｎ,Ｎ'－ジニトロソペンタメチレンテトラミン（略号ＤＰＴ））などが挙げられる。
【００３９】
　発泡剤の配合量は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体１００重量部に対
して、通常１～７０重量部である。
　本発明のゴム組成物には、発泡剤に加えて、必要に応じて発泡助剤を添加してもよい。
発泡助剤は、発泡剤の分解温度の低下、分解促進または気泡の均一化などの作用を示す。
【００４０】
　発泡助剤としては、例えば、サリチル酸、フタル酸、ステアリン酸、シュウ酸およびク
エン酸などの有機酸またはその塩；尿素またはその誘導体などが挙げられる。市販品とし
ては、例えば、セルペーストＫ５（商品名；永和化成工業社製、尿素）およびＦＥ－５０
７（商品名；永和化成工業社製、重曹）などが挙げられる。
【００４１】
　発泡助剤の配合量は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体１００重量部に
対して、通常０．１～５重量部である。
　加硫剤としては、例えば、硫黄系化合物、有機過酸化物、フェノール樹脂およびオキシ
ム化合物などが挙げられる。
【００４２】
　硫黄系化合物としては、硫黄、塩化硫黄、二塩化硫黄、モルフォリンジスルフィド、ア
ルキルフェノールジスルフィド、テトラメチルチウラムジスルフィドおよびジチオカルバ
ミン酸セレンなどが好ましく、硫黄およびテトラメチルチウラムジスルフィドなどがより
好ましい。
【００４３】
　硫黄系化合物の配合量は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体１００重量
部に対して、通常０．１～１０重量部である。配合量が上記範囲内であると、得られる架
橋ゴムの機械物性が優れるため好適である。
【００４４】
　有機過酸化物としては、ジクミルペルオキシド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－
ブチルペルオキシ）ヘキサン、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ベンゾイルペルオキシ）
ヘキサン、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルペルオキシ）ヘキシン－３、ジ－
ｔ－ブチルペルオキシド、ジ－ｔ－ブチルペルオキシ－３，３，５－トリメチルシクロヘ
キサン、ｔ－ジブチルヒドロペルオキシドなどが好ましく、ジクミルペルオキシド、ジ－
ｔ－ブチルペルオキシドおよびジ－ｔ－ブチルペルオキシ－３，３，５－トリメチルシク
ロヘキサンなどがより好ましい。
【００４５】
　有機過酸化物の配合量は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体１００ｇに
対して、通常０．００１～０．０５モルである。有機過酸化物の配合量が上記範囲内であ
ると、得られる架橋ゴムの機械物性が優れるため好適である。
【００４６】
　加硫剤として硫黄系化合物を用いる場合、加硫促進剤を併用することが好ましい。
　加硫促進剤としては、Ｎ－シクロヘキシル－２－ベンゾチアゾールスルフェンアミド、
Ｎ－オキシジエチレン－２－ベンゾチアゾールスルフェンアミド、Ｎ，Ｎ'－ジイソプロ
ピル－２－ベンゾチアゾールスルフェンアミド、２－メルカプトベンゾチアゾール（例え
ば、サンセラーＭ（商品名；三新化学工業社製））、２－（４－モルホリノジチオ）ペン
ゾチアゾール（例えば、ノクセラーＭＤＢ－Ｐ（商品名；三新化学工業社製））、２－（
２，４－ジニトロフェニル）メルカプトベンゾチアゾール、２－（２，６－ジエチル－４
－モルフォリノチオ）ベンゾチアゾールおよびジベンゾチアジルジスルフィド（例えば、
サンセラーＤＭ（商品名；三新化学工業社製））などのチアゾール系；ジフェニルグアニ
ジン、トリフェニルグアニジンおよびジオルソトリルグアニジンなどのグアニジン系；ア
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セトアルデヒド・アニリン縮合物およびブチルアルデヒド・アニリン縮合物などのアルデ
ヒドアミン系；２－メルカプトイミダゾリンなどのイミダゾリン系；ジエチルチオウレア
およびジブチルチオウレアなどのチオウレア系；テトラメチルチウラムモノスルフィド（
例えば、サンセラーＴＳ（商品名；三新化学工業社製））、テトラメチルチウラムジスル
フィド（例えば、サンセラーＴＴ（商品名；三新化学工業社製））、テトラエチルチウラ
ムジスルフィド（例えば、サンセラーＴＥＴ（商品名；三新化学工業社製））、テトラブ
チルチウラムジスルフィド（例えば、サンセラーＴＢＴ（商品名；三新化学工業社製））
およびジペンタメチレンチウラムテトラスルフィド（例えば、サンセラーＴＲＡ（商品名
；三新化学工業社製））などのチウラム系；ジメチルジチオカルバミン酸亜鉛、ジエチル
ジチオカルバミン酸亜鉛、ジブチルジチオカルバミン酸亜鉛（例えば、サンセラーＰＺ、
サンセラーＢＺおよびサンセラーＥＺ（商品名；三新化学工業社製））およびジエチルジ
チオカルバミン酸テルルなどのジチオ酸塩系；エチレンチオ尿素（例えば、サンセラーＢ
ＵＲ（商品名；三新化学工業社製）、サンセラー２２－Ｃ（商品名；三新化学工業社製）
）およびＮ，Ｎ'－ジエチルチオ尿素などのチオウレア系；ジブチルキサトゲン酸亜鉛な
どのザンテート系；その他、亜鉛華（例えば、ＭＥＴＡ－Ｚ１０２（商品名；井上石灰工
業社製、酸化亜鉛））などが挙げられる。
【００４７】
　加硫促進剤の配合量は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体１００重量部
に対して、通常０．１～２０重量部である。
　発泡剤、発泡助剤、加硫剤および加硫促進剤の配合量が上記範囲にあると、得られる架
橋ゴムの機械物性に優れるため好ましい。
【００４８】
　加硫助剤としては、ｐ－キノンジオキシムなどのキノンジオキシム系；エチレングリコ
ールジメタクリレートおよびトリメチロールプロパントリメタクリレートなどのアクリル
系；ジアリルフタレートおよびトリアリルイソシアヌレート（例えば、Ｍ－６０（商品名
；日本化成社製））などのアリル系；その他マレイミド系；ジビニルベンゼン；酸化亜鉛
、酸化マグネシウム／亜鉛華（例えば、ＭＥＴＡ－Ｚ１０２（商品名；井上石灰工業社製
）など）が挙げられ、その用途に応じて適宜選択することができる。加硫助剤は、一種単
独で用いてもよいし、二種以上組み合わせて用いてもよい。
【００４９】
　加硫助剤の配合量は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体１００重量部に
対して、通常１～５０重量部である。
　本発明のゴム組成物には、引張強度、引裂強度および耐摩耗性などの機械的性質を向上
させる目的で補強剤または無機充填剤を配合してもよい。
【００５０】
　補強剤としては、旭＃５５Ｇ、旭＃５０ＨＧおよび旭＃６０Ｇ（商品名；旭カーボン社
製）ならびにシースト（ＳＲＦ、ＧＰＦ、ＦＥＦ、ＭＡＦ、ＨＡＦ、ＩＳＡＦ、ＳＡＦ、
ＦＴおよびＭＴなど）などのカーボンブラック（東海カーボン社製）；これらのカーボン
ブラックをシランカップリング剤などで表面処理したもの；シリカ；活性化炭酸カルシウ
ム；微粉タルクおよび微粉ケイ酸などが挙げられる。これらのうち、旭＃５５Ｇ、旭＃５
０ＨＧ、旭＃６０ＧおよびシーストＦＥＦなどが好ましい。
【００５１】
　無機充填剤としては、軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カルシウム、タルクおよびクレー
などが挙げられ、なかでもタルクが好ましい。また、タルクとしては、例えば、市販のＭ
ＩＳＴＲＯＮ　ＶＡＰＯＲ（日本ミストロン社製）などが用いられる。
【００５２】
　補強剤または無機充填剤の配合量は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体
１００重量部に対して、通常３０～８００重量部である。
　補強剤または無機充填剤の配合量が上記範囲内にあると、本発明のゴム組成物は混練加
工性に優れ、得られる架橋成形体は強度および柔軟性などの機械的性質ならびに圧縮永久
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歪みに優れる。
【００５３】
　軟化剤としては、プロセスオイル（例えば、ダイアナプロセスオイル　ＰＷ－３８０、
ダイアナプロセスオイル　ＰＳ－４３０（商品名；出光興産社製））、潤滑油、パラフィ
ン油、流動パラフィン、石油アスファルトおよびワセリンなどの石油系軟化剤；コールタ
ールおよびコールタールピッチなどのコールタール系軟化剤；マシ油、アマニ油、ナタネ
油、大豆油およびヤシ油などの脂肪油系軟化剤；蜜ロウ、カルナウバロウおよびラノリン
などのロウ類；リシノール酸、パルミチン酸、ステアリン酸、ステアリン酸バリウム、ス
テアリン酸カルシウムおよびラウリン酸亜鉛などの脂肪酸またはその塩；ナフテン酸、パ
イン油およびロジンまたはその誘導体；テルペン樹脂、石油樹脂、アタクチックポリプロ
ピレンおよびクマロンインデン樹脂などの合成高分子物質；ジオクチルフタレート、ジオ
クチルアジペートおよびジオクチルセバケートなどのエステル系軟化剤；その他、マイク
ロクリスタリンワックス、液状ポリブタジエン、変性液状ポリブタジエン、液状チオコー
ル、炭化水素系合成潤滑油、トール油およびサブ（ファクチス）などが挙げられる。なか
でも、石油系軟化剤が好ましく、特にプロセスオイルが好ましい。軟化剤は、一種単独で
用いてもよいし、二種以上組み合わせて用いてもよい。
【００５４】
　軟化剤の配合量は、その用途により適宜選択できる。軟化剤の配合量は、前記エチレン
・ブテン・非共役ポリエン共重合体１００重量部に対し最大で、通常３００重量部である
。
【００５５】
　本発明のゴム組成物は、通常のゴム組成物と同様に、老化防止剤を使用することにより
、製品寿命を長くすることができる。
　老化防止剤としては、アミン系老化防止剤、フェノール系老化防止剤および硫黄系老化
防止剤などの従来公知の老化防止剤が挙げられる。具体的には、フェニルブチルアミンお
よびＮ，Ｎ'－ジ－２－ナフチル－ｐ－フェニレンジアミンなどの芳香族２級アミン系老
化防止剤；ジブチルヒドロキシトルエンおよびテトラキス［メチレン（３，５－ジ－ｔ－
ブチル－４－ヒドロキシ）ヒドロシンナメート］メタンなどのフェノール系老化防止剤；
ビス［２－メチル－４－（３－ｎ－アルキルチオプロピオニルオキシ）－５－ｔ－ブチル
フェニル］スルフィドなどのチオエーテル系老化防止剤；ジブチルジチオカルバミン酸ニ
ッケルなどのジチオカルバミン酸塩系老化防止剤；２－メルカプトベンゾイルイミダゾー
ルおよび２－メルカプトベンゾイミダゾールの亜鉛塩；ジラウリルチオジプロピオネート
およびジステアリルチオジプロピオネートなどの硫黄系老化防止剤などが挙げられる。こ
れらの老化防止剤は、一種単独で用いてもよいし、二種以上組み合わせて用いてもよい。
【００５６】
　老化防止剤の配合量は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体１００重量部
に対して、通常０．３～１０重量部である。
　老化防止剤の配合量が上記範囲にあると、得られるゴム組成物の表面のブルームがなく
、さらに加硫阻害を起こさないため好ましい。
【００５７】
　加工助剤としては、一般に加工助剤としてゴムに配合されるものを広く使用することが
できる。具体的には、リシノール酸、パルミチン酸、ラウリン酸、ステアリン酸、ステア
リン酸エステル類、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸亜鉛およびステアリン酸カルシ
ウムなどが挙げられる。これらのうち、ステアリン酸が好ましい。
【００５８】
　加工助剤の配合量は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体１００重量部に
対して、通常１０重量部以下である。
　加工助剤の配合量が上記範囲にあると、得られるゴム組成物の表面のブルームがなく、
さらに加硫阻害を起こさないため好ましい。
【００５９】
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　活性剤としては、ジ－ｎ－ブチルアミン、ジシクロヘキシルアミン、モノエタノールア
ミン、アクチングＢ（商品名；吉冨製薬社製）およびアクチングＳＬ（商品名；吉冨製薬
社製）などのアミン類；ジエチレングリコール、ポリエチレングリコール（例えば、PEG#
4000（商品名；ライオン社製））、レシチン、トリアリレートメリテートならびに脂肪族
および芳香族カルボン酸の亜鉛化合物（例えば、Struktol activator 73、Struktol IB 5
31およびStruktol FA 541（商品名；Scill＆Seilacher社製））などの活性剤；ZEONET ZP
（商品名；日本ゼオン社製）などの過酸化亜鉛調製物；オクタデシルトリメチルアンモニ
ウムブロミド；合成ハイドロタルサイト；特殊４級アンモニウム化合物（例えば、アーカ
ード2HF（商品名；ライオン・アクゾ社製））などが挙げられる。これらのうち、ポリエ
チレングリコール（例えば、PEG#4000（商品名；ライオン社製））およびアーカード2HF
が好ましい。この活性剤は、一種単独で用いてもよいし、二種以上組み合わせて用いても
よい。
【００６０】
　活性剤の配合量は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体１００重量部に対
して、通常０．２～１０重量部である。
　吸湿剤としては、酸化カルシウム（例えば、ＶＥＳＴＡ－１８（商品名；井上石灰工業
社製）、シリカゲル、硫酸ナトリウム、モレキュラーシーブ、ゼオライトおよびホワイト
カーボンなどが挙げられる。このうち、酸化カルシウムが好ましい。上記吸湿剤はその用
途により適宜選択でき、１種単独または２種以上混合して用いることができる。
　吸湿剤の配合量は、前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体１００重量部に対
して、通常０．５～１５重量部である。
【００６１】
　〔用途〕
　本発明のゴム組成物は、様々な用途に用いることが可能である。前記ゴム組成物は、該
組成物自体を各種用途に用いてもよいが、通常は、前記ゴム組成物を架橋することにより
得られる架橋ゴムまたは前記ゴム組成物を架橋および発泡することにより得られる架橋発
泡体として、各種用途に用いられる。
【００６２】
　〔架橋ゴム〕
　本発明の架橋ゴムは、例えば、以下に示す２つの方法で前記ゴム組成物を架橋して得ら
れる。
【００６３】
　１つ目の方法は、少なくとも前記エチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合体と加硫剤
とを含むゴム組成物を、通常、押出成形機、カレンダーロール、プレス、インジェクショ
ン成形機、トランスファー成形機、熱空気、ガラスビーズ流動床、ＵＨＦ（極超短波電磁
波）、スチームおよびＬＣＭ（熱溶融塩槽）などの加熱形態の加熱槽など種々の成形法に
よって所望形状に予備成形し、予備成形と同時にまたは成形物を加硫槽内に導入して加熱
する方法（ｉ）である。
【００６４】
　方法（ｉ）の場合、上述した加硫剤を用い、必要に応じて加硫促進剤および／または加
硫助剤も併用して行う。また、加熱する際の温度としては、一般に１４０～３００℃、好
ましくは１５０～２７０℃で、通常０．５～３０分間、好ましくは０．５～２０分間加熱
する。
【００６５】
　上記ゴム組成物を成形および加硫する際は、金型を用いてもよいし、用いなくてもよい
。金型を用いない場合、ゴム組成物は通常連続的に成形および加硫される。
　２つ目の方法は、上記ゴム組成物を上記成形法によって予備成形し、電子線を照射する
方法（ｉｉ）である。
【００６６】
　方法（ｉｉ）の場合、予備成形されたものに０．１～１０ＭｅＶの電子線を、吸収線量
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が例えば０．５～３５Ｍｒａｄ、好ましくは０．５～２０Ｍｒａｄとなるように照射する
。
【００６７】
　〔架橋発泡体〕
　本発明の架橋発泡体は、前記ゴム組成物を架橋および発泡して得られる。
　前記架橋発泡体を得るためには、少なくともエチレン・ブテン・非共役ポリエン共重合
体と、加硫剤と、発泡剤とを含むゴム組成物を架橋および発泡する。架橋および発泡する
際には、例えばゴム組成物を、平板状ダイスを装着した押出機を用いて、ゴム組成物をダ
イスに押し出し、板状に成形すると同時に加硫槽内に導入し、加熱することで架橋および
発泡を行い、板状スポンジを得る方法が挙げられる。
【００６８】
　前記ゴム組成物は、発泡倍率を大きくすることが可能であり、発泡倍率が大きい場合に
は、得られる架橋発泡体は、比重が小さく、さらに形状安定性に優れる。このため、本発
明の架橋発泡体を用いれば、軽量かつ柔軟な高発泡スポンジ、断熱スポンジおよびダムラ
バーなどを生産性良く得ることができる。
【００６９】
　本発明の架橋発泡体は、例えば、グラスランチャネルおよびウェザーストリップスポン
ジなどの自動車外装材やラジエーターホース材料などに好適に用いられる。
　本発明のゴム組成物、架橋ゴム、架橋発泡体は、様々な分野で用いることが可能である
。具体的には、自動車用部品、船舶用部品、土木建築用部品、医療用部品、電気・電子機
器用部品、輸送機およびレジャー用部品、ホース（ラジエターホース、ヒーターホース等
）、防振ゴム、シート、各種ベルト、各種パッキン、シーリング材、ポッティング材、コ
ーティング材および接着剤等に好適に用いられる。
【００７０】
　自動車用部品としては、例えば、グラスランチャネル、ウェザーストリップスポンジ、
ドアオープニングトリム、シール部材、グロメット、自動車エンジンのガスケット、電装
部品もしくはオイルフィルターのシーリング材； イグナイタＨ Ｉ Ｃ もしくは自動車用
ハイブリッドＩ Ｃ のポッティング材；自動車ボディ、自動車用窓ガラス、エンジンコン
トロール基板のコーティング材；オイルパンもしくはタイミングベルトカバー等のガスケ
ット、モール、ヘッドランプレンズ、サンルーフシール、ミラー用の接着剤等が挙げられ
る。ウェザーストリップスポンジとしては、例えば、ドアウェザーストリップ、トランク
ウェザーストリップ、ラゲージウェザーストリップ、ルーフサイドレールウェザーストリ
ップ、スライドドアウェザーストリップ、ベンチレーターウェザーストリップ、スライデ
ィングルーフウェザーストリップ、フロントウィンドゥウェザーストリップ、リアウィン
ドゥウェザーストリップ、クォーターウィンドゥウェザーストリップ、ロックピラーウェ
ザーストリップ、ドアガラスアウターウェザーストリップ、ドアガラスインナーウェザー
ストリップ等が挙げられる。
【００７１】
　船舶用部品としては、例えば、配線接続分岐箱、電気系統部品もしくは電線用のシーリ
ング材；電線もしくはガラス用の接着剤等が挙げられる。
　土木建築用部品としては、例えば、商業用ビルのガラススクリーン工法の付き合わせ目
地、サッシとの間のガラス周り目地、トイレ、洗面所もしくはショーケース等における内
装目地、バスタブ周り目地、プレハブ住宅用の外壁伸縮目地、サイジングボード用目地に
使用される建材用シーラント； 複層ガラス用シーリング材；道路の補修に用いられる土
木用シーラント；金属、ガラス、石材、スレート、コンクリートもしくは瓦用の塗料・接
着剤；粘着シート、防水シートもしくは防振シート等が挙げられる。
【００７２】
　医療用部品としては、例えば、医薬用ゴム栓、シリンジガスケット、減圧血管用ゴム栓
等が挙げられる。
　電気・電子機器用部品としては、例えば、重電部品、弱電部品、電気・電子機器の回路
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や基板のシーリング材、ポッティング材、コーティング材もしくは接着材；電線被覆の補
修材；電線ジョイント部品の絶縁シール材；Ｏ Ａ機器用ロール；振動吸収剤；グロメッ
ト；またはゲルもしくはコンデンサの封入材等が挙げられる。
【００７３】
　輸送機用部品としては、例えば、自動車、船舶、航空機または鉄道車輌等が挙げられる
。
　レジャー用部品としては、例えば、スイミングキャップ、ダイビングマスク、耳栓等の
スイミング部材；スポーツシューズ、野球グローブ等のゲル緩衝部材などが挙げられる。
【００７４】
　防振ゴムとしては、例えば、自動車用防振ゴム（エンジンマウント、液封エンジンマウ
ント、ダンパープーリ、チェーンダンパー、キャブレーターマウント、トーショナルダン
パー、ストラットマウント、ラバーブッシュ、バンパーゴム、ヘルパーゴム、スプリング
シート、ショックアブソーバー、空気バネ、ボディマウント、バンパーガード、マフラー
サポート、ゴムカップリング、センターベアリングサポート、クラッチ用ゴム、デフマウ
ント、サスペンションブッシュ、すべりブッシュ、クッションストラットバー、ストッパ
、ハンドルダンパー、ラジエーターサポーターまたはマフラーハンガー）、鉄道用防振ゴ
ム（スラブマット、バラスマットまたは軌道マット）、産業機械用防振ゴム（エキスパン
ションジョイント、フレキシブルジョイント、ブッシュ、マウント）等が挙げられる。
【００７５】
　シートとしては、例えば、ルーフィングシート、止水シート等が挙げられる。
　各種ベルトとしては、伝動ベルト（Ｖベルト、平ベルト、歯付きベルト、タイミングベ
ルト）、搬送用ベルト（軽搬送用ベルト、円筒型ベルト、ラフトップベルト、フランジ付
き搬送用ベルト、Ｕ型ガイド付き搬送用ベルト、Ｖ型ガイド付き搬送用ベルト）等が挙げ
られる。
【００７６】
　シーリング材は、例えば、冷蔵庫、冷凍庫、洗濯機、ガスメーター、電子レンジ、スチ
ームアイロン、漏電ブレーカー用のシール材として好適に用いられる。なお、シーリング
材とは、シール（封印，密封）する材料のことをいう。また、機械、電気、化学等各種工
業において、接合部や接触部の水密、気密の目的で使用される材料も広義のシーリング材
である。
【００７７】
　ポッティング材は、例えば、トランス高圧回路、プリント基板、可変抵抗部付き高電圧
用トランス、電気絶縁部品、半導電部品、導電部品、太陽電池またはテレビ用フライバッ
クトランスをポッティングするために好適に用いられる。
【００７８】
　コーティング材としては、例えば、高電圧用厚膜抵抗器もしくはハイブリッドＩ Ｃ 等
の各種回路素子； Ｈ Ｉ Ｃ 、電気絶縁部品； 半導電部品； 導電部品； モジュール； 
印刷回路； セラミック基板； ダイオード、トランジスタもしくはボンディングワイヤー
等のバッファー材； 半導電体素子； または光通信用オプティカルファイバーをコーティ
ングするために好適に用いられる。
【００７９】
　接着剤としては、例えば、ブラウン管ウェッジ、ネック、電気絶縁部品、半導電部品ま
たは導電部品を接着するために好適に用いられる。
　上記以外にも本発明のゴム組成物、架橋ゴム、架橋発泡体は、自動車用カップ・シール
材（マスターシリンダーピストンカップ、ホイールシリンダーピストンカップ、等速ジョ
イントブーツ、ピンブーツ、ダストカバー、ピストンシール、パッキン、Ｏリング、ダイ
ヤフラム、ダムウィンドシールド、ドアミラー用ブラケット、シールヘッドランプ、シー
ルカウルトップ）、産業用シール材（コンデンサパッキン、Ｏリング、パッキン）、発泡
体（ホース保護用スポンジ、クッション用スポンジ、断熱スポンジ、インシュレーション
パイプ）、被覆電線、電線ジョイント、電気絶縁部品、半導電ゴム部品、Ｏ Ａ機器ロー
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ル（帯電ロール、転写ロール、現像ロール、給紙ロール）、工業用ロール（製鉄用ロール
、製紙用ロール、印刷用電線ロール）、アノードキャップ、プラグキャップ、イグニッシ
ョンケーブル、ランプソケットカバー、端子カバー、ワイパーブレード、各種チューブ（
バキュームチューブ、タイヤチューブ）、エアスプリング、シューズソール、シューズヒ
ール、タイヤサイドウォール、ファブリックコーティングなどの用途に好適に用いられる
。
【実施例】
【００８０】
　次に本発明について実施例を示してさらに詳細に説明するが、本発明はこれらによって
限定されるものではない。
　以下の実施例、比較例において測定した物性は、以下の方法によって測定した。
【００８１】
　〔メルトフローレート（ＭＦＲ）〕
　下記共重合体（Ａ１）、（Ａ２）のＭＦＲは、ＡＳＴＭ Ｄ１２３８に従って、１９０
℃の温度下、２．１６ｋｇ荷重の条件で求めた。
【００８２】
　〔ムーニー粘度［ＭＬ（１＋４）１００℃］〕
　下記共重合体（Ａ１）、（Ａ２）および下記配合物（Ｙ）のムーニー粘度［ＭＬ（１＋
４）１００℃］は、ムーニー粘度計（島津製作所社製ＳＭＶ２０２型）を用いて、ＪＩＳ
　Ｋ　６３００に準拠して測定した。
【００８３】
　〔密度（ｋｇ／ｍ3）〕
　下記共重合体（Ａ１）、（Ａ２）の密度は、密度勾配管法により、ＪＩＳ　Ｋ　７１１
２に準拠して測定した。
【００８４】
　〔極限粘度［η］（ｄｌ／ｇ）〕
　下記共重合体（Ａ１）、（Ａ２）の極限粘度は、離合社製　全自動極限粘度計を用いて
、温度１３５℃、測定溶媒デカリンにて測定した。
【００８５】
　〔ガラス転移温度（Ｔｇ）（℃）〕
　下記共重合体（Ａ１）、（Ａ２）のガラス転移温度は、ＳＩＩ社製　ＲＤＣ２２０で測
定した。
【００８６】
　〔1Ｈ－ＮＭＲスペクトル〕
　下記共重合体（Ａ１）、（Ａ２）の1Ｈ－ＮＭＲスペクトルを下記条件で求め、各重合
体のエチレンに由来する構造単位の量、ブテンに由来する構造単位の量およびＥＮＢに由
来する構造単位の量を、1Ｈ－ＮＭＲスペクトルの積分強度から求めた。
　装置：ＥＣＸ４００Ｐ型核磁気共鳴装置（日本電子社製）
　測定条件
　周波数：４００ＭＨｚ
　パルス幅：６．００μ秒（４５°）
　繰り返し時間：７．０秒
　積算回数：５１２回
　測定溶媒：ＯＤＣＢ－ｄ4

　測定温度：１２０℃
【００８７】
　〔最低粘度（Ｖｍ）およびスコーチ時間（ｔ５，分）〕
　下記ゴム組成物（Ｘ）、（Ｚ）の最低粘度（Ｖｍ）およびスコーチ時間を、ＪＩＳ　Ｋ
６３００に準拠して測定した。具体的には、具体的には、ムーニー粘度計（島津製作所社
製ＳＭＶ２０２型）を用いて、１２５℃において、ムーニー粘度の変化を測定し、最低粘
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度（Ｖｍ）を求め、さらにその最低粘度Ｖｍより５ポイント上昇するまでの時間を求め、
これをスコーチ時間（ｔ５、ｍｉｎ）とした。
【００８８】
　〔硬度〕
　下記架橋ゴムの硬度は、Ｔｙｐｅ　Ａ　Ｄｕｒｏｍｅｔｅｒにて測定した。
　〔引張破断点応力および引張破断点伸び〕
　下記架橋ゴムの引張破断点応力（ＴＢ）および引張破断点伸び（ＥＢ）は、ＪＩＳ　Ｋ
６２５１に従い、測定温度２３℃、引張速度５００ｍｍ／分の条件で引張試験を行い測定
した。
【００８９】
　〔圧縮永久歪〕
　下記架橋ゴムの圧縮永久歪として、ＪＩＳ　Ｋ６２５０の６．５の要領で前記ゴム成形
体からサンプルを抜き取り、ＪＩＳ　Ｋ６２６２（１９９７）に従って、１００℃×２２
時間処理後、－２０℃×２２時間処理後、１５０℃×７２時間処理後、または、７０℃×
２２時間処理後の圧縮永久歪を測定した。
【００９０】
　〔実施例１〕
　（共重合体（Ａ１）の製造）
　容積３００リットルの撹拌翼付き重合器を用いて９５℃の温度下で連続的にエチレン、
ブテン、および５－エチリデン－２－ノルボルネン（ＥＮＢ）からなる三元共重合体の重
合を行った。
【００９１】
　重合溶媒としてヘキサンをフィード量２７ｋｇ／ｈ、エチレンをフィード量６．０ｋｇ
／ｈ、ブテンをフィード量３．３ｋｇ／ｈ、ＥＮＢをフィード量８６０ｇ／ｈ、水素をフ
ィード量２８ノルマルリットル／ｈで、重合器に連続的に供給した。
【００９２】
　重合圧力を１．６ＭＰａ‐Ｇに保持しながら主触媒として、上記式（ＩＩ）で表される
構造を有する触媒である（ｔ－ブチルアミド）ジメチル（η5－２－メチル－ｓ－インダ
セン－１－イル）シランチタニウム（II）１，３－ペンタジエンをフィード量０．０３５
ｍｍｏｌ／ｈとなるよう重合器に連続的に供給した。共触媒として(Ｃ6Ｈ5)3ＣＢ(Ｃ6Ｆ5

)4を０．１８ｍｍｏｌ／ｈ、有機アルミニウム化合物としてトリイソブチルアルミニウム
（ＴＩＢＡ）を１０ｍｍｏｌ／ｈとなるように、それぞれを重合器に連続的に供給した。
【００９３】
　このようにして、エチレン、ブテン、およびＥＮＢからなる共重合体（Ａ１）を、１７
．５重量％含む重合溶液を得た。得られた重合溶液を大量のメタノールに投入して、エチ
レン、ブテン、およびＥＮＢからなる共重合体（Ａ１）を析出させた後、８０℃で２４時
間減圧乾燥を行った。
　得られた共重合体（Ａ１）の物性を表１に示す。
【００９４】
　〔実施例２〕
　（共重合体（Ａ２）の製造）
　容積３００リットルの撹拌翼付き重合器を用いて９５℃の温度下で連続的にエチレン、
ブテン、および５－エチリデン－２－ノルボルネン（ＥＮＢ）からなる三元共重合体の重
合を行った。
【００９５】
　重合溶媒としてヘキサンをフィード量２７ｋｇ／ｈ、エチレンをフィード量６．０ｋｇ
／ｈ、ブテンをフィード量３．３ｋｇ／ｈ、ＥＮＢをフィード量８６０ｇ／ｈ、水素をフ
ィード量１５ノルマルリットル／ｈで、重合器に連続的に供給した。
【００９６】
　重合圧力を１．６ＭＰａ‐Ｇに保持しながら主触媒として、上記式（ＩＩ）で表される
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構造を有する触媒である（ｔ－ブチルアミド）ジメチル（η5－２－メチル－ｓ－インダ
セン－１－イル）シランチタニウム（II）１，３－ペンタジエンをフィード量０．０３５
ｍｍｏｌ／ｈとなるよう重合器に連続的に供給した。共触媒として(Ｃ6Ｈ5)3ＣＢ(Ｃ6Ｆ5

)4を０．１８ｍｍｏｌ／ｈ、有機アルミニウム化合物としてトリイソブチルアルミニウム
（ＴＩＢＡ）を１０ｍｍｏｌ／ｈとなるように、それぞれを重合器に連続的に供給した。
【００９７】
　このようにして、エチレン、ブテン、およびＥＮＢからなる共重合体（Ａ２）を、１６
．７重量％含む重合溶液を得た。得られた重合溶液を大量のメタノールに投入して、エチ
レン、ブテン、およびＥＮＢからなる共重合体（Ａ２）を析出させた後、８０℃で２４時
間減圧乾燥を行った。
【００９８】
　得られた共重合体（Ａ２）の物性を表１に示す。
【００９９】
【表１】

　〔実施例３〕
　ＭＩＸＴＲＯＮ　ＢＢ　ＭＩＸＥＲ（神戸製鋼所社製、　ＢＢ－２型、容積１．７リッ
トル）を用いて、実施例１で得られた共重合体（Ａ１）を１００重量部、加硫助剤として
酸化亜鉛を５重量部、加工助剤としてステアリン酸を１重量部、補強剤として「旭♯６０
Ｇ」（商品名）（旭カーボン社製）を１００重量部、軟化剤として「ダイアナプロセスオ
イル　ＰＷ－３８０」（商品名）（出光興産社製）を３０重量部配合して混連した。混連
条件は、ローター回転数を前方７６．８ｒｐｍおよび後方６８．３ｒｐｍ、フローティン
グウェイト圧力３ｋｇ／ｃｍ2、混連時間５分間であり、混連排出温度は１５０℃であっ
た。
【０１００】
　次いで、得られた配合物に、加硫促進剤として「サンセラーＤＭ」（商品名）（三新化
学工業製）を１．０重量部、「サンセラーＢＺ」（商品名）（三新化学工業製）を０．５
重量部、「サンセラーＴＲＡ」（商品名）（三新化学工業製）を０．５重量部および加硫
剤として硫黄を１．０重量部配合し、６インチロールにより、ロール間隙２ｍｍ、ロール
表面温度６０℃で１０分間混連し、ゴム組成物（Ｘ）を得た後、シート状に成形した。
【０１０１】
　得られたシートをプレス金型（縦１５０ｍｍ×横１５０ｍｍ×厚２ｍｍ）に充填し、１
００ｔ、１７０℃の温度で１０分間加熱することで架橋を行い、架橋ゴムを得た。
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　架橋ゴムの物性を表２に示す。
【０１０２】
　〔実施例４〕
　共重合体（Ａ１）を、共重合体（Ａ２）に代えた以外は、実施例３と同様に行い、架橋
ゴムを得た。
　架橋ゴムの物性を表２に示す。
【０１０３】
　〔比較例１〕
　共重合体（Ａ１）を、共重合体（Ｂ）（エチレン・プロピレン・ＥＮＢ共重合体、エチ
レンに由来する構造単位６７．２重量％、プロピレンに由来する構造単位２７．７重量％
、ＥＮＢに由来する構造単位５．１重量％、ムーニー粘度［ＭＬ（１＋４）１２５℃］２
２）に代えた以外は、実施例３と同様に行い、架橋ゴムを得た。
【０１０４】
　架橋ゴムの物性を表２に示す。
【０１０５】
【表２】

　表２より、実施例３、４で得られた架橋ゴムは、比較例１で得られた架橋ゴムと比べて
、硬度、引張破断点応力（ＴＢ）、引張破断点伸び（ＥＢ）等の成形体の強度に関する物
性が良好であり、また、圧縮永久歪も小さかった。すなわち共重合体（Ａ１）および（Ａ
２）は、高い強度が求められる分野に使用することが可能である。
【０１０６】
　〔実施例５〕
　ＭＩＸＴＲＯＮ　ＢＢ　ＭＩＸＥＲ（神戸製鋼所社製、　ＢＢ－２型、容積１．７リッ
トル）を用いて、実施例１で得られた共重合体（Ａ１）を３０重量部、「三井ＥＰＴ４０
４５Ｍ」（商品名）（三井化学社製）（エチレンに由来する構造単位４５重量％、プロピ
レンに由来する構造単位４７．４重量％、ＥＮＢに由来する構造単位７．６重量％、ムー
ニー粘度［ＭＬ（１＋４）１００℃］４５）を７０重量部、加硫助剤として酸化亜鉛を５
重量部、加工助剤としてステアリン酸を１重量部、活性剤として「ＰＥＧ♯４０００」（
商品名）（ライオン社製）を２重量部、無機充填剤として「ＭＩＳＴＲＯＮ　ＶＡＰＯＲ
」（商品名）（日本ミストロン社製）を１００重量部、軟化剤として「ダイアナプロセス
オイル　ＰＷ－３８０」（商品名）（出光興産社製）を２０重量部配合して混連した。混
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連条件は、ローター回転数を前方７６．８ｒｐｍおよび後方６８．３ｒｐｍ、フローティ
ングウェイト圧力３ｋｇ／ｃｍ2、混連時間５分間であり、混連排出温度は１５０℃であ
った。
【０１０７】
　次いで、得られた配合物（Ｙ）に、有機過酸化物としてジクミルペルオキシド（ＤＣＰ
－４０Ｃ）を６．８重量部、加硫助剤としてトリアリルイソシアヌレート（ＴＡＩＣ）を
２重量部配合し、６インチロールにより、ロール間隙２ｍｍ、ロール表面温度６０℃で１
０分間混連した後、シート状に成形した。
【０１０８】
　得られたシートをプレス金型（縦１５０ｍｍ×横１５０ｍｍ×厚２ｍｍ）に充填し、１
００ｔ、１７０℃の温度で２０分間加熱することで架橋を行い、架橋ゴムを得た。
　架橋ゴムの物性を表３に示す。
【０１０９】
　〔実施例６〕
　共重合体（Ａ１）を、共重合体（Ａ２）に代えた以外は、実施例５と同様に行い、架橋
ゴムを得た。
　架橋ゴムの物性を表３に示す。
【０１１０】
　〔比較例２〕
　共重合体（Ａ１）を、共重合体（Ｂ）（エチレン・プロピレン・ＥＮＢ共重合体、エチ
レンに由来する構造単位６７．２重量％、プロピレンに由来する構造単位２７．７重量％
、ＥＮＢに由来する構造単位５．１重量％、ムーニー粘度［ＭＬ（１＋４）１２５℃］２
２）に代えた以外は、実施例５と同様に行い、架橋ゴムを得た。
【０１１１】
　架橋ゴムの物性を表３に示す。
【０１１２】
【表３】

　表３より、実施例５、６で得られた架橋ゴムは、比較例２で得られた架橋ゴムと比べて
、引張破断点応力（ＴＢ）が良好であった。すなわち共重合体（Ａ１）および（Ａ２）は
、共重合体（Ｂ）よりも優れた樹脂改質性能を有する。
【０１１３】
　〔実施例７〕
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　ＭＩＸＴＲＯＮ　ＢＢ　ＭＩＸＥＲ（神戸製鋼所社製、　ＢＢ－２型、容積１．７リッ
トル）を用いて、実施例１で得られた共重合体（Ａ１）を２０重量部、「三井ＥＰＴ４０
４５Ｍ」（商品名）（三井化学社製）（エチレンに由来する構造単位４５重量％、プロピ
レンに由来する構造単位４７．４重量％、ＥＮＢに由来する構造単位７．６重量％、ムー
ニー粘度［ＭＬ（１＋４）１００℃］４５）を８０重量部、加硫助剤として「ＭＥＴＡ－
Ｚ１０２」（商品名）（井上石灰工業社製）を５重量部、加工助剤としてステアリン酸を
１重量部、補強剤として「旭♯６０Ｇ」（商品名）（旭カーボン社製）を１２５重量部、
軟化剤として「ダイアナプロセスオイル　ＰＷ－１００」（商品名）（出光興産社製）を
４７重量部配合して混連した。混連条件は、ローター回転数を前方７６．８ｒｐｍおよび
後方６８．３ｒｐｍ、フローティングウェイト圧力３ｋｇ／ｃｍ2、混連時間５分間であ
り、混連排出温度は１５０℃であった。
【０１１４】
　次いで、得られた配合物に、加硫促進剤として「サンセラーＤＭ」（商品名）（三新化
学工業製）を０．５重量部、「サンセラーＴＢＴ」（商品名）（三新化学工業製）を０．
５重量部、「サンセラーＢＺ」（商品名）（三新化学工業製）を１．０重量部、「サンセ
ラー２２－Ｃ」（商品名）（三新化学工業製）を１．０重量部、加硫剤として硫黄を１．
０重量部、および吸湿剤として「ＶＥＳＴＡ－１８」（商品名）（井上石灰工業社製）を
５重量部配合し、６インチロールにより、ロール間隙２ｍｍ、ロール表面温度６０℃で１
０分間混連し、ゴム組成物（Ｚ）を得た後、シート状に成形した。
【０１１５】
　得られたシートをプレス金型（縦１５０ｍｍ×横１５０ｍｍ×厚２ｍｍ）に充填し、１
００ｔ、１７０℃の温度で２０分間加熱することで架橋を行い、架橋ゴムを得た。
　架橋ゴムの物性を表４に示す。
【０１１６】
　〔実施例８〕
　共重合体（Ａ１）を、共重合体（Ａ２）に代えた以外は、実施例７と同様に行い、架橋
ゴムを得た。
　架橋ゴムの物性を表４に示す。
【０１１７】
　〔比較例３〕
　共重合体（Ａ１）を、共重合体（Ｂ）（エチレン・プロピレン・ＥＮＢ共重合体、エチ
レンに由来する構造単位６７．２重量％、プロピレンに由来する構造単位２７．７重量％
、ＥＮＢに由来する構造単位５．１重量％、ムーニー粘度［ＭＬ（１＋４）１２５℃］２
２）に代えた以外は、実施例７と同様に行い、架橋ゴムを得た。
【０１１８】
　架橋ゴムの物性を表４に示す。
【０１１９】
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【表４】

　表４より、実施例７、８で得られた架橋ゴムは、比較例３で得られた架橋ゴムと比べて
、引張破断点応力（ＴＢ）が良好であった。すなわち共重合体（Ａ１）および（Ａ２）は
、共重合体（Ｂ）よりも優れた樹脂改質性能を有する。
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　　　　 　　        JA28  JA44  JA51  JA57  JA67 
　　　　 　　  4J128 AA01  AB01  AC10  AD02  AD11  AD13  AD16  BA00A BA02B BB01B
　　　　 　　        BC13B BC15A EA01  EB02  EB05  EB18  EC05  FA02  GA04  GA05 
　　　　 　　        GA08  GA26 

【要約の続き】
【選択図】なし
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